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はじめに 

 
「 公

おおやけ

」のことはもっぱら国家が担当する、という明治期以来の通念は、近年、大き

く変化した。民間部門における多様な担い手もまた「公」を分担するという考え方は、

すでに広く共有されている。NPO法の制定を先駆けとし、新しい会社法の制定、一般社

団・財団法人法及び公益法人認定法の新設に至る最近の法人法制の大きな変化や、近く

検討されるであろう公益信託制度の改正において、この考え方は具体的な形をとりつつ

ある。 
もっとも、新たな制度が整うなか、民間部門の主体も「公」を担うという理念を現実

に拡充するには、なお検討すべき課題も少なくない。とりわけ、そのような担い手が持

続的かつ広域的に活動するのに必要な資金が循環するための環境整備は、最重要の課題

である。たとえば、次のような点の検討が求められる。 
まず、資金の受け手である民間の主体の組織には、どのようなものがありうるのか。

新たな法制の下で、営利・非営利等の区分にとらわれることなく、様々な主体が「公」

を担うことはできないか。そのためのガバナンスやアカウンタビリティはどうあるべき

か。この領域での「社会的企業」をどう位置づけるべきか。 
次に、資金の流れには、どのような態様があるのか。寄付、補助金、基金、収益事業、

投融資には、それぞれどのような可能性と課題があるのか。ボランティアなど無償の役

務提供をどう評価すべきか。また、この領域において、あるべき税制はどのようなもの

か。 
さらに、資金の出し手である、企業、金融機関、団体、個人、政府、地方公共団体等

の資金提供を円滑にするには、何が必要か。とりわけ、「公」を担う民間の主体の目的

や活動をどのようにして評価すればよいのか。また、資金提供以外にいかなる支援があ

りうるのか。 
これらの問題は、制度的・技術的・実践的なものであると同時に、「公」とは何かと

いう基本理念に直結するものである。 
本報告書は、この基本理念と制度・技術・実践を、様々な分野の専門家が多角的に検

討した成果である。全7回の研究会では、毎回、密度の高い、そしてしばしば先端的な

問題提起を含む報告と、それに続く活発な議論がなされた。それらは現行制度の下での

より良い実践の検討から、外国の状況との比較、制度の改良の方向性の探求、さらには

基本理念自体の考察にまで及んでいる。そして、株式会社三菱総合研究所が実施された

詳細な実地調査の報告及びゲスト・スピーカーのお話は、研究会における貴重な情報と

なった。 
本報告書が「豊かな公」の実現に向けての一助となることを願う次第である。 
（「豊かな公を支える資金循環システムに関する実態調査」研究会座長 中田裕康） 
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調査概要1 

１．本調査の目的 

 「官」の領域を縮小する一方で、国民が必要とする公共的なサービスが多様な担い手

によって提供されることが期待されるようになってきており、『経済財政改革の基本方

針2007』（平成19年６月閣議決定）においても、「国民一人ひとりが豊かな生活を実感し、

活力ある経済社会を実現するためには、多様なライフスタイルを追求できることが重要

であ」り、「NPO、社会的起業家、自治会等コミュニティ活動を行う主体などの「公」

の担い手の活動やネットワーク化を促進する環境整備を進める」こととされている。 
 しかしながら、こうした「公」の担い手の活動への理解や参加が広まっている一方で、

担い手に対する資金的な支援の乏しさは顕著であり、改善が図られるべき余地は大きい

と考えられる。こうした現状を踏まえて、平成18年度「内閣府委託調査『豊かな公』を

支える資金循環システムに関する実態調査」においては、資金の出し手受け手を仲介す

る資金支援の仕組みに着目し、アンケート調査及びヒアリング調査により、資金支援の

仕組みの全体像の把握を行った。その結果、融資や寄附、公益信託等諸制度について、

より利用しやすい環境整備や制度の見直しの余地があることが示唆された。 
 この結果を踏まえながら、本調査においては、公益法人制度改革の進展等を勘案しつ

つ、豊かな「公」を支える資金循環システムを構築するために求められる政策的な諸課

題を整理し、いくつかの具体的な提言を提示することを目的とする。 

 
○本調査の基本的な問題意識及び目的 

《公の担い手を巡る課題》           《周辺環境》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《めざすべき将来像》 

                                                      
 
1本調査研究では、多数の民間非営利団体、企業、中間支援組織等の関係者の方々に取材協力、

調査協力を頂きました。ここに、厚く御礼申し上げます。 

・「公」の担い手は多様化・増大する傾向

 非営利・営利の境界線の流動化 
・「公」の担い手にとって、持続的、広域

的に活動を展開するために必要十分な

資金の重要性 

・公共的サービスが多様な主体と手

法により豊かに提供されることに

対するニーズ 

 
・行政は環境整備 

多様な「公」の担い手、資金の出し手、仲介者等の間で、

自律的に資金が行き来するシステムの構築をめざす
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２．主な検討項目 

 本調査では、上記のような基本的な問題意識、目的に即して、以下を主な検討項目と

した。 
１）豊かな公の担い手について 

 ・非営利・営利の境界線に関する考え方の整理 
  公益法人制度改革等、近年の法人制度等の動きを踏まえた検討 
 ・様々な担い手のための新たな枠組みの可能性 
  諸外国の動向（イギリスのコミュニティ・インタレスト・カンパニー制度、イタリ

アの社会的協同組合制度等）を踏まえた検討 
２）資金循環のあり方について 

 ・ガバナンス・アカウンタビリティのあり方 
  機関設計、情報開示、会計基準等の各種法人間の比較衡量 
 ・評価システムと中間支援組織のあり方 
  活動実績等の比較可能なデータベース作り、第三者評価システム 
 ・税制のあり方 
  非営利・公益活動に対する課税の根拠付け、公益認定法人・認定NPO法人間の取扱

いの比較衡量 

 
３．実態調査 

 本調査では、できる限り現場の声を把握しながら、「豊かな公」を支える資金循環シ

ステムの構築に向けた諸課題の整理を行うべく、以下のようなヒアリング調査を実施し

た。 

 
○ 現地ヒアリング 

 現地ヒアリングにおいては、非営利活動の現場における資金需要の実態を把握するた

め、様々な活動領域（子育て支援、介護・福祉、街づくり等）、法人格（NPO法人、公

益法人、株式会社等）を考慮し、計30団体に対して以下の事項についてヒアリング調査

を行った。 
 ① どのような場面で、どの程度の資金需要に直面するか 

 ② 融資、寄附、出資、信託、債券のいずれの資金調達手段を利用しているか 

 ③ 現状における課題や、行政等に対する要望としてはどのようなものがあるか 

 
○ 関連団体ヒアリング 

 関連団体ヒアリングにおいては、これまでも各種の要望や提言を行ってきた15団体に

対してヒアリングを行い、法人制度、資金提供・調達手段、評価システム、公益信託と

いった項目についてそれぞれの立場における要望や見解を整理した。 
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４．調査・検討体制 

 本調査では、非営利活動に係る法人制度、融資・私募債・出資等の資金調達手段、寄

附金税制、評価システム、会計基準等に関する有識者及び実務家からなる研究会を設置

し、全７回開催した。研究会は、委員それぞれからの報告、活動団体からのヒアリング、

事務局による実態調査報告に基づいて討論を行うかたちで進められた。 
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